
北九州市監査公表第２９号 

  平成３０年１１月１４日 

北九州市監査委員  井 上   勲 

同         廣 瀨 隆 明 

同         香 月 耕 治 

同         福 島   司 

監査委員の監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方

自治法第１９９条第１２項の規定により、次のとおり公表する。

１ 監査の種類

財政援助団体等監査 

２ 措置を講じた団体

九州鉄道記念館運営共同企業体

３ 監査の期間

平成２９年１１月１０日から平成３０年５月２９日まで

４ 監査公表の時期                           

平成３０年７月３１日（平成３０年監査公表第２１号）



５ 監査の結果に基づく措置状況 

（１）九州鉄道記念館運営共同企業体 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア 経理書類の適切な管理について 

監査の実施に当たり、平成２８年度

及び平成２９年度１０月末までの収支

状況が把握できる書類の提出を指定管

理者に依頼したが、そのうち、平成２

８年度の経費支出申請書、領収書等に

ついては、誤廃棄したとの理由により

提出されなかった。このため、平成２

８年度については、収入に係る監査は

実施できたが、支出に関して会計帳簿

と経費支出申請書、領収書等の原本に

よる確認ができず、当該年度の正規の

監査が実施できなかった。 

「北九州市旧九州鉄道本社の管理運

営に関する基本協定書」では、市監査

委員による市の事務監査に際し、市は

、必要に応じ指定管理者に対し書類の

提出を求めることができ、指定管理者

は、誠実に対応しなければならないと

されている。 

本来、伝票や領収書等の保管は、会

計事務における基本であり、適正な指

定管理業務の実施を証するためにも、

このような事態はあってはならないこ

とである。 

経理書類の管理を徹底し、適正な事

務処理をされたい。 

今回の指摘事項について、今後この

ようなことのないよう「経理規程」を

制定し、帳票の保管責任者、保存年限

、保管方法及び保管状況を九州鉄道記

念館運営共同企業体の代表企業により

継続的に確認することを定めた。また

、既存の経理書類（帳票）についても

、規程に沿った管理方法に改めた。 

加えて、門司港レトロ課への月例業

務報告時に、これまで年 1 回であった

経理モニタリングを毎月受検すること

とし、その際にも経理書類の保管状況

の確認を受けることとした。 

以上、新たな規程の整備や施設職員

以外によるチェック体制を強化するこ

とで、経理書類の適正管理を徹底した

。 



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

イ 不適切な経理処理について 

九州鉄道記念館の平成２９年度の経

理処理について、①イベント出演者等

に支払う報酬に対する所得税の源泉徴

収を行っていないもの、②経理処理や

支出の根拠が不適切なもの、が見られ

た。 

所得税法では、報酬等を支払う者は

、その支払の際に所得税を徴収し、国

に納付しなければならないとされてい

る。 

「北九州市旧九州鉄道本社の管理運

営に関する基本協定書」では、指定管

理者は管理運営業務の実施にあたって

求められる公共性を十分に理解し、そ

の趣旨を尊重するものとされている。

また、施設を適正に管理運営するため

、「経理等事務処理に係るモニタリン

グ実施項目」等に基づき、業務の遂行

状況を確認することとされている。 

適正な事務処理をされたい。 

さらに、経理事務について、根拠と

なる規程を整備し事務の透明化、適正

化を図るとともに、内部統制が機能す

る体制づくりに努められたい。 

①について、門司税務署に源泉徴収

漏れについて過年度分を含め平成３０

年５月２８日に源泉所得税を納付した

。 

②について、指摘を受けた内容の実

情を把握し、不適切な経理処理の是正

を行った。 

今後同様の間違いが生じないように

、支出基準の明確化と透明性を確保す

るため「経理規程」及び「旅費規程」

を制定した。その中で、源泉徴収漏れ

防止規定や経費支出に係る権限者、支

出範囲、使用目的、経理処理手順、交

通費の支給基準等を明記した。 

また、職場内会議において、指摘事

項や新しく制定した経理規程等を施設

職員に説明し、適正な事務処理の徹底

を図った。 

さらに、経費支出決裁について、内

部相互監視体制を強化するとともに、

門司港レトロ課への月例業務報告時に

、これまで年 1 回であった経理モニタ

リングを毎月受検し指導を仰ぐことと

している。 

以上により、詳細な規程の整備と遵

守に加え、施設職員以外によるチェッ

ク体制を強化することで、事務の透明

化、適正化を図り、内部統制が機能す

る体制を構築した。 


